別紙様式第１－２（第１０条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次世代事業・新規）
平成　　年度環境研究総合推進費補助金　実施計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    平成　　年　　月　　日

環　境　大　臣

　　　　　　　　　　殿

フリガナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　〒                                    
                                      　フリガナ                                     
　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　名称・職名  　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                                   　　
                             　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成　　年度環境研究総合推進費補助金による技術開発事業を実施したいので、次のとおり実施計画書を提出する。
１．研究課題名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（分野）　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２．補助金所要額 ：　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
３．研究事業予定期間　：平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
（　　）年計画の１年目
４．研究代表者及び経理事務担当者

	研究代表者
	フリガナ
住所
	〒

	
	フリガナ
所属名・職名
	

	
	フリガナ
氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ファクシミリ
	

	
	E-mail
	

	経理事務担当者
	フリガナ
住所
	〒

	
	フリガナ
所属名・職名
	

	
	フリガナ
氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ファクシミリ
	

	
	E-mail
	


	５．事業の概要（４００字程度）

	６．事業の目的（４００字程度）

	７．本事業の実施が必要となった社会的背景（４００字程度）

	８．本事業に関連する国内・国外における技術開発状況及び本事業の特色・独創的な点

　　（４００字程度）


	９．本事業において処理の対象とする廃棄物の種類

	１０．本事業において開発する技術の詳細（８００字以内）

	１１．本事業により実証施設を設置する場合はその設置場所、設置規模及び設置基数

	１２．本事業により開発する技術がもたらす効果（４００字程度）

	１３．本事業における達成目標（各４００字以内）

【全体】
【平成　　年度】
【平成　　年度】
【平成　　年度】


	１４．各年度別経費内訳（単位：千円）

年度
補助対象経費
平成　　年度

平成　　年度

平成　　年度

合計



１５．所要経費（平成２３年度）
	(1) 総事業費
	(2) 寄付金その他の収入額
	(3) 差引額

　(1)-(2)
	(4) 補助対象経費支出予定額

	円
	円
	円
	円

	(5) 国庫補助基本額
(3)と(4)を比較して少ない方の額
	(6) 補助金所要額

　(5)×１/２

（1,000円未満の端数はここで切り捨て）

	(7) 仕入に係る消費税等相当額
	(8) 要国庫補助金額

(6)-(7)

	円
	円
	円
	円

	(9) 補助対象経費支出予定額内訳 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）

	経費区分
	金  額
	積   算   内   訳

	一　設備費
	
	

	　イ　設計費
	
	

	　ロ　建設費
	
	

	　ハ　機械装置

　　　購入費


	
	

	二　材料費


	
	

	三　物品費


	
	

	四　外注費


	
	

	五　諸経費
	
	

	　　旅費
	
	

	　　印刷製本費
	
	

	　　文献購入費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	　　通信運搬費
	
	

	　　光熱水料
	
	

	　　コンピュー

　　タ使用料
	
	

	　　試料分析鑑

　　定料
	
	

	傭上費
	
	

	　　技術指導の

　　受入等に必

　　要な経費
	
	

	合　　計
	
	


1６．添付書類（該当しない場合は除く）

（１）共同技術開発の場合、共同技術開発者一覧表及び体制表（住所、氏名、職業を記入のこと。個人以外の場合は、研究代表者、経理事務担当者の所属住所、職名、氏名を併せて記入のこと。）
（２）事業実施組織表（各法人等ごと）
（３）実証施設概略図

（４）事業実施工程表

（５）廃棄物処理等のフローチャート

（６）事業資金調達総括表　（自己資金、借入金等記入）

（７）事業が２年以上に及ぶ場合　２年目以降の年度毎の事業内容を示した実施計画
（８）法人登記簿抄本

　　　　　商号、本店、目的、代表取締役氏名（又はこれらに類する項目）についての抄本
（９）貸借対照表、損益計算書、法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類　３年分

　　　　　決算報告書、有価証券報告書等のうち、貸借対照表、損益計算書部分の抜すいを添付すること。
　　　　　法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類は税務署が発行したものとし、納付すべき額がゼロ円の場合であっても添付すること。

（１０）技術開発に係る基礎研究、応用研究が終了していることを示す書類


　学術論文の概要書又は学術図書の抜すい等基礎研究、応用研究の成果の概要を示す書類を添付すること。当該書類は、研究者の所属、氏名を明らかにした数ページ程度の要約書とすること。
（１１）業種等調書

　　　　　別添の様式を使用のこと。

（１２）図及び説明の入った事業の概要が解る１ページの説明書

　※　上記のうち、（８）（９）（１１）については、共同技術開発の場合、共同技術開発者分も含む。

業種、資本金、従業員数等調書
※　　　 内に必要事項を記入してください。
※　事業者ごとに提出ください。

	 事業者名
	

	 担当者所属・職・氏名
	

	 連絡先（電話番号）
	


※代表技術開発者については、実施計画書の技術開発担当者及びその連絡先を記入。

○　貴社の主たる業種について記載してください。
	
	貴社の業種
	
	


※　業種については、「日本産業標準分類」に示す小分類のうち、貴社の該当する業務（主となる業務）を記載してください。
「日本産業標準分類」については、
　　http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/index.htm　をご覧ください。
 　　小分類とは、上記ページに示す３桁の数字で示している名称です。例えば、貴社の業種が製造業の
	   うち乳製品製造業であれば、0912に該当し、当欄への記載は
	 貴社の業種
	 0912
	 畜産食料品製造業


 　となります。
○　貴社の直近の資本金を記載してください。
	
	資本金
	                   円
	


※　原則として平成２３年１月１日現在の資本金を記載してください。
○　貴社全社の直近の従業員数を記載してください。
	
	従業員数
	                 人
	


※　原則として平成２３年１月１日現在とし、貴社の全事業所の従業員数の総計（会社の全体の従業員数）を記載してください（1,000人以上の場合は概数で結構です。）。

	ＳＢＩＲチェック欄
	有　　　　　□
	無　　　　　□


添付書類（１１）








